
令和 5 年度 沖縄県聴覚障害児支援中核モデル事業報告書 

 

令和 6 年 4 月 3 日作成 

沖縄県  

 

1. 地域の現状と課題 

a) 現状 

￭ 聴覚障害児に対する支援は、現在、下記の通りに行政・医療・福祉・教育の各機関

において行われているが、各機関との連携が図れていない 

- 行政・医療：新生児聴覚スクリーニング検査の体制整備を行い、早期発見・早期 

療育開始を促進している 

- 福祉：発達支援事業所において、聴覚障害児に対し療育を実施している 

- 教育：沖縄ろう学校では、0 歳からの乳幼児教育相談および、関係者向けの研修 

会を行っている 

￭ 各関係機関における聴覚障害児に対する支援の内容が不明で、情報が集約されてい

ない 

￭ 離島における聴覚障害児支援が十分に行われていないため、地域による格差が生じ

ている 

b) 課題 

￭ 各関係機関との連携を図り、支援方向の統一性を持たせ、切れ目のない支援を行っ

ていく必要がある 

￭ コーディネーター的役割を担う機関を整備し、各関係機関と連携を図った支援体制

の整備・強化が必要である 

 

2. 沖縄県におけるこれまでの活動・取り組み 

平成 27 年度 沖縄県軽度・中等度難聴補聴器購入費助成制度開始 

平成 29 年度 沖縄県新生児聴覚検査体制整備事業開始 

沖縄県新生児聴覚検査体制整備協議会設置 

令和元年度 本部町・伊平屋村・竹富町にて新生児聴覚検査費の公費負担開始 

令和 2 年度 宮古島市、伊江村、嘉手納町、与那国町にて新生児聴覚検査費の公費

負担開始 

琉球大学へ新生児聴覚検査体制整備事業委託 

琉球大学病院内に「きこえの支援センター」設置 

小規模分娩施設への新生児聴覚検査機器購入補助開始 

令和 4 年度 石垣市、北中城村、多良間村にて新生児聴覚検査費の公費負担開始 



令和 5 年度 恩納村、読谷村、座間味村、粟国村、南大東村にて新生児聴覚検査費

の公費負担開始 

 

3. 本事業における取り組み 

￭ 事業：令和 5 年 12 月 1 日～令和 6 年 3 月 31 日 

￭ 委託費：2,372,620 円 

￭ 委託先：琉球大学（琉球大学病院 耳鼻咽喉科） 

 

（1） 沖縄県聴覚障害児支援中核機能協議会の設置 

a) 協議会の構成員（合計 12 名） 

分野 氏名 職種 

医療 鈴木 幹男 琉球大学病院耳鼻咽喉科 教授 

琉球大学病院 きこえの支援センター長 

仲本 千佳子 沖縄県小児科医会 副会長 

保健 宮城 雅也 沖縄県小児保健協会 会長 

義田 恵 沖縄県保健医療部地域保健課長 母子保健班長 

教育 又吉 美香子 沖縄県立沖縄ろう学校 教諭 

稲田 政博 教育庁県立学校教育課特別支援教育室 主任指導 

福祉 森田 清人  沖縄県聴覚障害者情報センター 施設長 

玉本 直  放課後デイサービス事業所 

行政 内間 安研 沖縄市 こども相談・健康課長 

崎原 誠 本部町 子育て支援課長 

外間 文彦 宮古島市 家庭保健課長 

関連団体 野原 朝哉 沖縄県聴覚障害児を持つ親の会 会長 

 

b) 協議会の開催状況（1 回） 

￭ 日時：令和 6 年 3 月 25 日(月) 19 時～21 時 

￭ 方法：オンラインにて 

￭ 内容：協議会等概要説明 

   令和 5 年度実施報告および令和 6 年度実施計画の説明 

   意見交換 

￭ 出席状況：11 名参加（+事務局 6 名） 

 

c) コーディネーターの職種と経験年数 

￭ 言語聴覚士：14 年目（耳鼻咽喉科：1 年目） 

￭ （補佐）言語聴覚士：15 年目 



￭ （補佐）言語聴覚士：14 年目 

￭ （補佐）言語聴覚士：9 年目 

 

d) コーディネーターの主な役割 

￭ 聴覚障害児支援の中核機能体制の整備 

￭ 関係機関との連携強化 

￭ 聴覚障害児とそのご家族に対する支援と情報提供 

￭ 関連機関への巡回支援の実施 

 

（2） 聴覚障害児支援の関係機関との連携 

a) 現状 

￭ 沖縄県新生児聴覚検査体制の整備によって、新生児聴覚検査にて refer となった

児には、きこえの支援センターより地域の保健師へ育児支援の依頼を行っている 

￭ 医療機関、教育機関、福祉機関では、聴覚障害児に対し各々で支援を行っている

が連携が図れていない部分もあり、支援内容も共有されていない 

￭ 医療機関と沖縄ろう学校とは、年に 1 度ろう学校に在籍する児童・生徒の情報交

換会を行っている 

b) 実施内容と手法 

① 沖縄県立沖縄ろう学校との連携 

￭ 日時：令和 6 年 1 月 19 日 

￭ 場所：ろう学校 

￭ 内容：本事業の説明と協力依頼を行った 

② 各関係機関との意見交換会の開催 

￭ 下記の関係者との面談を行い、事業の説明と意見交換を行った 

− 沖縄県聴覚障害児を持つ親の会 会長（令和 6 年 1 月 15 日） 

− 宮古特別支援学校（令和 6 年 2 月 1 日） 

− 名護特別支援学校（令和 6 年 2 月 29 日） 

− 八重山特別支援学校（令和 6 年 3 月 12 日） 

③ 聴覚障害児支援の現状把握 

￭ 下記の関係機関へ、聴覚障害児支援についてアンケート調査実施 

− 保育園・こども園・幼稚園（1003 施設） 

− 小中学校・特別支援学校（403 施設） 

− 発達支援事業所・療育機関（832 施設） 

 

c) 結果 

① 沖縄県立沖縄ろう学校との連携 

￭ 本事業を行っていくなかで、沖縄ろう学校への協力を得ることができた。 



② 関係機関との意見交換 

￭ 連携の強化について確認でき、多方面からの意見を聞くことができた 

− 親の会会長：地域の学校の先生方向けの研修会や支援が必要 

本人だけでなくきょうだいの支援も必要 

きこえの記録ノート（仮名）では、アプリの活用を提案された 

− 宮古特別支援学校：個別で相談していきたい 

発達支援事業所のケース会議にも参加して欲しい 

− 名護特別支援学校：来年度は難聴の児童がいないが、難聴が疑われる児がいる 

ため、一緒に確認したい 

− 八重山特別支援学校：定期的に来校してもらい、聴覚障害児への支援内容につ 

いて一緒に検討したい 

③ 聴覚障害児支援の現状把握 

￭ 約 50%の施設より返送があり、令和 6 年度内で分析予定である 

 

（3） 家族支援の実施 

a) 現状 

￭ きこえの支援センターへ問合せ（メール・電話）があった際に、言語聴覚士が対

応している 

￭ きこえの支援センターより地域の保健師へ育児支援の依頼を行っているが、実際

の支援の有無や内容については不明である 

b) 実施内容と手法 

① 相談窓口の設定 

￭ 支援センターに問い合わせがあった 4 件に関して、言語聴覚士がメールや対面に

て対応を行った 

② きこえの支援ノート（仮）の作成 

￭ 生後から現在までの聴力検査結果や発達検査、支援・療育施設やその内容、本人

に合った支援の内容を記録するノートを作成し配布予定である 

c) 結果 

① 相談窓口の設定 

￭ 下記の内容の問合せに、言語聴覚士が対応した 

− 里帰り出産のため、県内の支援の流れがしりたい 

− 保育園に通うことが決まり、補聴器について園にどの様に伝えたらいいのか 

など   

￭ 事業開始間もないため、聴覚障害児支援に関するご家族からの相談は 4 件のみだ

った 

② きこえの記録ノート（仮）の作成 

￭ 静岡県の「聞こえの手帳」と沖縄県の発達障害児向けの個別支援ノート「えいぶ



る」を取り寄せた 

￭ 協議会にて、アプリの活用も検討して欲しいとの提案があった 

 

（4） 巡回支援の実施 

a) 現状 

￭ 本島内の保育園や幼稚園、小中学校より、依頼があった際に、お子さんの情報提

供を行ってきた 

b) 実施内容と手法 

￭ 聴覚障害児の養育者経由にて、聴覚障害児が通う施設へ巡回支援の案内を行い、

要望があった施設へ言語聴覚士が訪問した 

￭ 施設での児の様子を見学し、施設担当者へ本児の現状や対応の内容などのアドバ

イスを行った 

 

c) 結果 

￭ 要望があった下記の施設へ訪問し、担当者へ支援のアドバイスを行った 

保育園 本島 6 件 

 離島 3 件 

学校 離島 1 件 

発達支援事業所 本島 1 件 

 離島 2 件 

￭ 本島だけでなく、離島の施設へも巡回する事が可能となった 

 

（5） 聴覚障害児支援に関する研修会の開催 

a) 現状 

￭ 沖縄県新生児聴覚検査整備事業の一環として、行政向けに聴覚障害児の早期支援

についての研修会は定期的に開催している 

￭ 福祉・保健・教育機関等への研修会は主催したことはない 

￭ 聴覚障害の基礎と補装具についての講義依頼があった際は、個別で対応している 

b) 実施内容と手法 

￭ 聴覚障害児支援に関係する機関向けに研修会を開催した 

- 日時：令和 6 年 3 月 1 日（金） 14 時～16 時 

- 場所：沖縄県小児保健センター ＋ オンライン配信 

- 内容：聴覚障害児支援中核機能事業について 

きこえの支援センター（琉球大学病院） 言語聴覚士 与座要 

こどもの難聴と治療の現状 

国際医療福祉大学成田病院 医師 我那覇章 

聴覚障害児への支援の重要性 



沖縄県立沖縄ろう学校 小学部教諭 大嶺耕一 

c) 結果 

￭ 行政・福祉・保健・教育・医療機関の関係者が聴講した 

￭ 講演後のアンケートより、「補装具について」「支援の内容」などの講演内容の希望が

あった 

 

4. 考察 

（1） 本事業による改善した点と効果的な取組 

￭ 協議会を開催することで、県内の聴覚障害児支援に関わる関係者から意見交換を行

う事ができ、聴覚障害児支援における現状や課題を共有する事ができる 

￭ 離島地域への巡回も可能となり、聴覚障害児支援の地域格差が改善できる 

 

（2） 本事業の実施にあたり明らかになった課題 

￭ 聴覚障害児が通う施設では、聴覚障害児の認識が不十分で、支援の必要性や内容を

理解できていなかった 

￭ 関係機関では聴覚障害児に対する支援が行われているが、機関ごとに支援計画を作

成しており、連携が不十分のため情報が共有されていない 

￭ 聴覚障害児支援に関する相談窓口が沖縄ろう学校のみと思われており、きこえの支

援センター内の相談窓口が周知されていない 

 

5. 今後の展望 

￭ 本事業の周知に向けリーフレットを作成し、各関係機関へ配布する 

￭ 各関係機関のニーズに合わせた支援体制の整備（支援依頼の流れ、支援の内容、支

援のタイミングと頻度など）を行う 

￭ きこえの記録ノート（仮）の作成し、配布するることで、各関係機関での情報が共

有される 

 


